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【論　説】
循環型社会におけるソフトを重視した地域政策の重要性
─ソーシャル・キャピタルが地域の食・農・循環に与える影響
國學院大學大学院経済学研究科　特別研究員
西俣　先子
はじめに─循環型社会をめぐる動向と有機系廃棄物の現状
　本稿では、循環型社会をめぐる動向と有機系廃棄物の現状をふまえ、食・農
に関する循環システム1 を形成している 3 つの自治体の事例を取り上げて、事
例の紹介とともに地域レベルでの循環システムの形成における住民のコミュニ
ケーションやネットワークの果たす役割について考察する。
　さらに、事例のなかでも宮崎県の綾町において、ソーシャル・キャピタルの
測定に用いられた指標を利用したアンケート調査を行った結果について検討す
る。ソーシャル・キャピタルとは、パットナムによると「調整された諸活動を
活発にすることによって社会の効率性を改善できる、信頼、規範、ネットワー
クといった社会組織の特徴2」とされる。こうしたコミュニケーションやネッ
トワークを含むソーシャル・キャピタルと食・農循環との関係性を統計的に分
析することで、ソーシャル・キャピタルが地域レベルの循環システムの形成に
果たす役割について明らかにしていく。その結果から得られる知見をもとに、
循環型社会や公共政策に対する提案を試みたい。
　現在、「持続可能な発展」は、様々な解釈や多くの議論の過程を経て「環境」・「経
済」・「社会」の調和的発展であるということが共通の認識とされるようになっ
1 詳しくは 1 章 1 節に示す。
2 Putnam（訳 2001：206-207）。
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ていると考えられる3。
　日本においては、一連の「持続可能な発展」をめぐる議論をふまえて、環境
基本計画4 では、目指すべき社会として「持続可能な社会」が示されている。「持
続可能な社会」を実現するための長期的目標には、「循環」「共生」「参加」「国
際的取組」掲げられており、なかでも、「循環型社会」の形成は「持続可能な社会」
を実現するための大きな柱の一つとされている。
　2001 年には循環型社会形成推進基本法が施行され、容器包装リサイクル法
（2000 年完全施行）、家電リサイクル法（2001 年に完全施行）などの関連法も
次々に成立、施行され、「循環型社会」の形成のための法整備が進められた。
　「循環型社会」は、循環型社会形成推進基本法の第 2 条 1 項のなかに次のよ
うに規定されている。
　「製品等が廃棄物等となることが抑制され、並びに製品等が循環資源となっ
た場合においてはこれについて適正に循環的な利用が行われることが促進され、
及び循環的な利用が行われない循環資源については適正な処分（…カッコ内省
略…）が確保され、もって天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限
り低減される社会をいう（第 2 条 1 項より引用）」
　この内容から、最終的に「天然資源の消費抑制」と「環境負荷の低減」が実
現される社会を「循環型社会」であるとみることができる。ただ、そのプロセ
スとしては、廃棄物の発生が抑制され、適正なリサイクルと廃棄物処理が行わ
れるリサイクルベースの廃棄物処理システムの形成であると受け取ることがで
きる。
3 これまでの「持続可能な発展」論に関するレビューに森田ほか（1993）、諸富
（2003）、古沢（2003）等がある。
　大枠として持続可能な発展の概念は「環境」・「経済」・「社会」の 3 つの評価軸に
おいて、調和的発展を展望するという見解が多くの論者の共通土俵となっていると
いう点については、諸富（2003）、古沢（2003）において指摘されている。また、第
三次環境基本計画においてこの 3 つの視点の重要性が指摘されている。
4 環境基本計画 1994 年、2000 年、2006 年に閣議決定されている。
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　実際に、現状の「循環型社会」形成のための政策の主軸は、資源利用と廃棄
物の適切な管理・処理であり、いわば、リサイクルベースの廃棄物処理システ
ムの形成を目指す内容となっている。「循環型社会」の形成を目的とした法体
系を見ても、実際の政策と関わる法律は、適切な廃棄物処理やリサイクルが行
われることを目的としたものが中心となっている。
　『循環型社会白書（平成 16 年版）』をみると、取り上げられている主な循環
型社会形成推進基本法関連予算5 約 4245 億円のうち、循環型社会を支えるた
めの基盤整備に位置づけられている環境省の廃棄物処理施設整備費は約 1340
億円となっており、主な循環型社会形成推進基本法関連予算のおよそ 3 分の 1
近くを占めている。つまり、多くの予算が廃棄物処理やハードの整備に向けら
れているという現状がある。
　先に示した一連の議論や国内の法律における定義によれば、「循環型社会」
や「持続可能な社会」は、これまでの経済拡大志向に基づく政策や大量生産・
大量消費・大量廃棄の社会構造からの転換を要求する社会であるとみる事がで
きる。しかしながら、社会構造を転換するための抜本的な改革につながるよう
な政策というよりも、関連の国内政策は現在の社会構造の維持を前提とし、ハー
ドの整備等の従来通りの方法で、問題が発生した場合には対策を行うといった
対症療法的な政策選択が目立つ。政府の政策は、「循環型社会」や「持続可能
な発展」という新しい価値観への転換に向けた根本的な変革には至っていない
状況であるといえるだろう。
　このように、中央政府による中央集権的な政策に基づく対応が未だ発展途上
の状況にある中で、他方では、2000 年に地方分権一括法が施行され、地方の
時代とも言われる時代状況が生まれている。地方独自の行政や政策が注目され
るなか、地域の特性に適合した循環システムの形成を実現し、循環型社会6 の
5 約 4245 億円という数字は、各府省庁の循環型社会の形成を推進するための経費の
主なものを足した金額である。
6 3 章 3 節に示す。
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礎を築いている地域が出現している。地域からのこうした実践は、中央政府の
巨視的なアプローチによる政策に対して変革の手がかりを与えるという意味に
おいて極めて重要である。
　以下、地域による独自の循環型社会の形成と地域づくりのための政策の展開
についてみていきたい。ただし、本稿では、産業廃棄物は取り扱わず、一般廃
棄物のなかの生活系の生ごみ（有機系廃棄物）処理における循環システムの形
成に焦点をあてている。
　循環型社会の礎となる循環システムを形成している自治体の事例は、表 1 に
示すように類型化できる。例えば、素材別にみると、大別して、有機系7・非
鉄金属鉱物系・金属系・化石系の資源を循環利用するシステムを導入・形成す
るというパターンがある。技術の視点からは、地域内の技術や従来からある技
術で対応できるもの（小規模な循環の場合が多い）と新技術や高度な技術を要
するもの（大規模な循環の場合が多い）に分けられる。処理施設の所有といっ
7 再生可能な農林水産資源などの生物由来の有機系の資源。
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新・先端技術 外部委託 自治体発案型
（出典）素材の分類については環境省編（2005）「わが国における循環資源フロー」『循環型
社会白書（平成 17 年版）』を参考に筆者作成。
表１　自治体における資源循環の類型
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た点から言えば、外部委託型と自治体所有型に大別することができる 8。さらに、
循環システムの形成過程は自治体発案型、地域住民発案型に分類できる。
　本稿では、素材の中では有機系、なかでも主に家庭から排出される生ごみの
循環利用をベースとし、技術では従来技術（一般化している技術）、処理施設
の所有は自治体の分類、発案としては両者に当たる事例を取り上げる。
　素材の 4 分類において、有機系廃棄物のなかでも特に家庭から排出される
生ごみの循環利用の事例を選択する理由には、その量の問題があげられる。
　自治体に処理義務があるとされる一般廃棄物（生活系ごみと＋事業系ごみ）
のうち、生ごみは重量比で 34.2％（生活系 23.7％＋事業系 10.5％）を占めて
おり、素材別では最も多く、その後に紙類、容器包装廃棄物が続く9。量的なウェ
イトが大きい現状において、食品廃棄物の減量化や再生利用については特に家
庭系においてさほど進んでいない。
　食品廃棄物10 の発生量全体に占める再生利用（堆肥化・飼料化・その他）の
割合をみると、全体としては 1996 年度の 8.7％から 2002 年度では 22.0％へ
と急激に伸びている11。この伸びに貢献したのは産廃部門と一般廃棄物の事業
8 実際には処理センターや施設は自治体が持ち、管理や運転は外部委託するなど多
くのパターンがあるが、詳細な分類を便宜上避けることとした。
9 数値は環境省編（2003）『循環型社会白書（平成 15 年版）』p. 34 より引用、白書
においては、生ごみは厨芥類と表記されている。
10 食品廃棄物は一般廃棄物としてみると生ごみ（厨芥類）であるが、産廃も入って
いるので、表の基データには食品廃棄物という表現がされている。そのため、ここ
では、表現を表の基データに従った。
　食品リサイクル法によると食品廃棄物（等）の定義は、「食品が食用に供された後に、
又は食用に供されずに廃棄されたもの。食品の製造、加工又は調理の過程において
副次的に得られた物品のうち食用に供することができないもの」とされている。
11 数値は環境省（2006）「食品廃棄物の発生及び処理状況」（1996 年度）（2002 年度）
より引用。出典によると、1996 年年度は平成 8 年度厚生省資料等から推計されてお
り、2002 年度は環境省「日本の廃棄物処理」「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書」
及び農林水産省「平成 15 年 食品循環資源の再生利用等実態調査」より農林水産省・
環境省が試算している。そのため、1996 年と 2002 年度の推計・試算の出典は共通
していない可能性があるが、扱っている項目が同じであり、数量的にも大きなずれ
はないもと判断できるため、比較に利用した。
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系ごみ部門であり、これには 2001 年に完全施行された食品リサイクル法の影
響が大きいと考えられる12。
　他方、家庭系の食品廃棄物の現状をみると、2002 年度の排出量のうち、
98.2％が焼却・埋め立て処分されており、再生利用されたのはわずか約 1.8％
であった。1996年度の再生利用率、0.3％と比較してもその伸びはわずかである。
　こうした現状からみても、家庭から排出される食品廃棄物の削減と再生利用
についての対処が要求されているといえる。
　循環利用方法としては、堆肥化以外にも、飼料化、液肥化、燃料・エネルギー
等13 としての利用などがあげられる。本稿で堆肥化に取り組む事例を選択した
理由は、技術の安定性やコストなどの側面から、自治体レベルで取り組みやす
く、さらに事例的に見て有機系廃棄物の循環利用の方法として多くの自治体で
注目されているからである。
１章　地域レベルでの循環型社会へむけた取り組み
─宮崎県綾町、長野県臼田町、山形県長井市を事例として
１節　ヒト・モノ・地域が結びついた循環システム形成の試み
　これまでの筆者の研究では、地域における循環型社会の形成に向けた取り組
みとして、循環システムの導入を実現している自治体の先進的な事例について
比較調査を行ってきた。宮崎県の綾町、長野県の臼田町（2005 年 4 月 1 日よ
り佐久市に統合）、山形県の長井市がフィールド研究の場であった。いずれも
堆肥化等による有機系廃棄物の循環を実現している事例である。
12 この法律における勧告・公表・命令の対象は食品廃棄物の発生量が一定量（100 ト
ン以上）を超える規模の食品関連事業者。ただし、取り組みが不十分であれば、事
業者の規模を問わず指導・助言の対象になりえる。
　2001 年 5 月に公表された「食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針」
では、飲食店業や食品製造・加工業といった食品関連事業者の食品廃棄物の再生利
用等の量の目標値として、2006 年度に発生する量の 20％以上と定めている。
13 RDF（固形燃料）やその他の燃料、バイオガス化（メタンガス）、発電での利用など。
RDF は三重県などでの爆発事故、コストを膨大に要するなど問題点が多い。
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　自治体の生ごみを中心とした有機系廃棄物の堆肥化による循環は、近年、飛
躍的な増加とまでは行かないが、次第に増加しつつある。本稿で取り上げる 3
つの事例は、食品リサイクル法の制定や「バイオマス・ニッポン総合戦略」な
どが提案されるよりも以前から、先駆的かつ継続的に取り組まれている事例で
ある。また、有機農業や環境保全型農業、地域づくりといった視点が組み込ま
れており、単なる物質の循環システムではなく、広義の循環システム、つまり、
物質の循環過程（生産・消費・廃棄）を考慮しつつ、地域的特性にも適合した（ヒ
ト・モノ・地域が結びついた）総合的な循環システムを形成している事例とし
て注目される。
　本稿で使用する循環システムとは、生産・消費・廃棄という物質の循環過程
自体とその物質の循環過程を実現する人間の行為から構成されるシステムのこ
とを指す。さらに、循環システムの形成のためには、地域的特性との適合が大
変重要な条件となることも特に指摘しておきたい。
　以下、3 つの事例について順次概要をみていきたい。
２節　長井市の取り組み
　長井市は山形県の南部に位置し、総面積 214.69km2、総人口約 3 万 2000 人、
約 9350 世帯を有し、第 1 次産業就業者数が全体の約 9％、2 次産業が約 45％、
3 次産業が 46％を占めている14。
　長井市の取り組みは、本稿で取り上げた事例のなかでは最も新しい取り組み
である。取り組みはレインボープランと呼ばれており、地域住民（消費者）と
農業生産者の協力によって、家庭から排出された生ごみの循環利用を行う事例
として知られている。市長の市民に対する「まちづくりの構想の提案」の呼び
かけをきっかけとして、市民が検討し、具体化させた取り組みである。
　このようなプランが検討された背景には、日本の農業が抱える問題と共通す
14 総務省統計局「平成 12 年国勢調査」
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る長井市の現状があった。農家の絶対数の減少、化学肥料の過剰投入による地
力の低下、地域の自給率の低下などである。これらの農業サイドの抱える問題
に加え、消費者サイドの食に対する不安も増大していたという背景もあった15。
こうした状況から脱却すべく、レインボープランは農家サイドから提案され、
やがて市民を巻き込みながら住民主導で具体化されることとなった。行政によ
るコンポストセンターの建設が完成すると、レインボープランは 1997 年から
本格的に実施される運びとなった。
　具体的には、市民の台所（約 5000 世帯―市の中央地区）、学校や病院から
排出される生ごみ（1385 トン）を収集して堆肥化し、生産された堆肥を域内
の農家が利用して農産物を生産し、農産物を地域住民が消費するという形の循
環が行われている（2001 年度）（表 2 参照）。生産された堆肥を利用して農産
物を生産し、域内に供給するという資源の再循環部分は、地域の規模から考え
ると十分であるとはいえないが少しずつ広がりを見せている。例えば、1999
年からは、独自のレインボープラン農産物認証制度の下で、レインボープラン
の堆肥を利用するとともに化学肥料や農薬を抑制した農産物の生産が開始され
ている。近年の動きとしては、農家と消費者による NPO 法人や民間企業によ
るレインボープランの堆肥を利用した農産物の生産の取り組みなど、生産基盤
の拡がりがみられる。また、地元スーパー等に加え、NPO 法人の運営する虹
の駅などを通じた農産物の域内供給など、流通ルートも拡がりつつある。なか
でも、住民によって組織される NPO 法人による流通ルートの開拓は、循環シ
ステムを支える住民の自発的、積極的な動きとして捉えることができる。
３節　臼田町の取り組み
　次に、長野県の臼田町の取り組みの概要について見ていきたい。
15 長井市レインボープラン推進協議会（1997：76-78）。菅野芳秀氏からの聞き取り
（2003 年 9 月 3 日）。菅野（2002）も参照されたい。
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2　
長
井
市
・
臼
田
町
・
綾
町
の
生
ご
み
堆
肥
化
シ
ス
テ
ム
の
比
較
長
井
市
臼
田
町
綾
　
町
①
生
ご
み
投
入
量
／
年
1,
38
5
ト
ン
95
6
ト
ン
54
8
ト
ン
②
堆
肥
化
総
投
入
原
料
量
／
年
2,
07
7
ト
ン
1,
95
9
ト
ン
67
0
ト
ン
③
生
ご
み
処
理
経
費
／（
ト
ン
当
た
り
）
30
,5
84
円
31
,0
42
円
20
,9
38
円
③
総
投
入
原
料
に
基
づ
く
堆
肥
化
経
費
／（
ト
ン
当
た
り
）
20
,3
94
円
15
,1
49
円
17
,1
25
円
④
堆
肥
生
産
量
／
年
44
5
ト
ン
62
5
ト
ン
29
6
ト
ン
⑤
堆
肥
化
の
運
転
費（
収
集
・
処
理
）／
年
約
4,
23
6
万
円
約
2,
96
8
万
円
約
1,
14
7
万
円
⑥
堆
肥
化
施
設
整
備
費
約
3
億
8,
50
0
万
円
約
4
億
8,
00
0
万
円
約
1
億
5,
00
0
万
円
⑦
堆
肥
化
施
設
の
処
理
能
力
9
ト
ン
／
日
13
ト
ン
／
日
8
ト
ン
／
日
⑧
可
燃
ご
み
処
理
経
費
／（
ト
ン
当
た
り
）
26
,1
00
円
38
,9
22
円
21
,4
43
円
⑨
ご
み
の
総
排
出
量
に
対
す
る
資
源
化
率
約
35
%
約
66
％
約
34
％
自
治
体
の
実
質
的
な
廃
棄
物
の
分
別
数
　
注
１
）
11
分
別
11
分
別
10
分
別
可
燃
ご
み
処
理
広
域
化
の
有
無
広
域
化
し
て
い
る
広
域
化
し
て
い
る
広
域
化
し
て
い
な
い
　
注
2）
生
ご
み
分
別
排
出
方
法
ポ
リ
バ
ケ
ツ
新
聞
紙
・
紙
袋
ポ
リ
バ
ケ
ツ
巡
回
収
集
（
収
集
ﾄﾗ
ｯｸ
に
直
接
投
入
）
生
ご
み
収
集
世
帯
数
約
5,
00
0
世
帯
約
3,
00
0
～
3,
50
0
世
帯
収
集
方
法
の
特
徴
に
よ
り
、
特
定
で
き
な
い
　
注
3）
工
事
請
負
会
社
（
株
）
荏
原
製
作
所
（
株
）
荏
原
製
作
所
（
株
）
中
部
エ
コ
テ
ッ
ク
人
口
約
32
,0
00
人
（
約
9,
40
0
世
帯
）
約
16
,0
00
人
（
約
5,
30
0
世
帯
）
約
7,
60
0
人
（
約
2,
70
0
世
帯
）
取
り
組
み
契
機
有
機
質
肥
料
需
要
に
比
重
ご
み
処
理
問
題
に
比
重
有
機
質
肥
料
需
要
に
比
重
堆
肥
の
成
分
／（
乾
重
量
比
％
）　
注
4）
窒
素
燐
酸
カ
リ
ウ
ム
C／
N
　
比
2.
2
1.
1
2.
5
14
.0
～
15
.0
2.
2
2.
4
2.
3
15
.0
 
2.
8
3.
8
3.
4
8.
4
有
機
農
業
の
推
進
母
体
レ
イ
ン
ボ
ー
プ
ラ
ン
推
進
協
議
会
佐
久
市
臼
田
有
機
農
業
研
究
協
議
会
有
機
農
業
推
進
協
議
会
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①
生
ご
み
投
入
量
は
臼
田
町
と
綾
町
で
は
事
業
系
一
般
廃
棄
物
の
生
ご
み
も
処
理
さ
れ
て
い
る
た
め
、
こ
れ
も
生
ご
み
投
入
量
に
含
め
た
。
②
は
臼
田
町
と
綾
町
は
蓄
糞
が
追
加
さ
れ
、
長
井
市
は
蓄
糞
と
籾
殻
が
追
加
さ
れ
た
量
。
⑤
は
減
価
償
却
費
を
含
ま
な
い
。
⑥
は
初
期
の
施
設
整
備
費
で
あ
っ
て
、
追
加
投
資
分
を
含
ま
な
い
。
注
１
）
統
一
的
な
視
点
の
下
で
著
者
が
再
分
類
し
た
。
注
２
）
可
燃
ご
み
の
処
理
は
計
算
年
度
で
は
広
域
化
し
て
い
な
い
が
、
現
在
広
域
化
し
て
い
る
（
広
域
化
後
間
も
な
い
た
め
、
1
年
間
の
処
理
コ
ス
ト
の
資
料
が
現
時
点
で
は
入
手
で
き
な
か
っ
た
（
20
06
年
4
月
現
在
）。
注
３
）
20
05
年
よ
り
、
町
全
域
で
収
集
し
て
い
る
と
の
こ
と
。
注
４
）
堆
肥
の
成
分
に
関
し
て
は
季
節
な
ど
に
よ
り
投
入
す
る
原
料
に
変
動
が
あ
る
た
め
常
に
一
定
で
は
な
い
。
コ
ス
ト
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に
長
井
市
は
20
01
年
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臼
田
町
は
20
04
年
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綾
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は
20
03
年
度
の
数
値
を
使
用
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て
い
る
。
四
捨
五
入
に
よ
り
、
数
字
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
る
。
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肥
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・
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み
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の
資
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井
市
 
環
境
省
、
一
般
廃
棄
物
処
理
実
態
調
査
結
果
「
高
速
堆
肥
化
施
設
（
平
成
13
年
度
実
績
）」
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井
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一
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廃
棄
物
（
可
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ご
み
）
の
処
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の
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移
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長
井
市
「
平
成
13
年
度
長
井
市
レ
イ
ン
ボ
ー
プ
ラ
ン
コ
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ポ
ス
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セ
ン
タ
ー
管
理
運
営
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」
 
 
長
井
市
（
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）「
長
井
市
の
ご
み
の
現
状
」
臼
田
町
 
佐
久
市
臼
田
有
機
農
業
研
究
協
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年
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践
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有
機
農
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す
る
調
査
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臼
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町
「
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と
処
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Ｈ
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環
境
省
、
一
般
廃
棄
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実
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「
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速
堆
肥
化
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設
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平
成
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年
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）」
綾
町
 
 
綾
町
農
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、
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03
年
度
の
堆
肥
化
施
設
運
転
費
デ
ー
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綾
町
生
活
環
境
課
、
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年
度
の
堆
肥
化
の
集
運
搬
費
と
可
燃
ご
み
の
施
設
・
収
集
運
搬
の
デ
ー
タ
 
 
綾
町
農
林
課
（
20
04
）「
綾
町
堆
肥
生
産
処
理
施
設
投
入
量
及
び
生
産
量
」
堆
肥
の
質
に
関
す
る
資
料
臼
田
町
 
臼
田
町
有
機
農
業
研
究
協
議
会
（
20
03
）『
20
02
年
度
 実
践
的
有
機
農
業
に
関
す
る
調
査
研
究
』
長
井
市
 
長
井
市
レ
イ
ン
ボ
ー
プ
ラ
ン
推
進
室
（
19
99
）「
レ
イ
ン
ボ
ー
プ
ラ
ン
の
取
り
組
み
と
今
後
の
方
向
」
綾
町
 
宮
崎
県
良
質
堆
き
ゅ
う
肥
生
産
流
通
促
進
協
議
会
「
平
成
11
年
度
堆
き
ゅ
う
肥
共
励
会
成
績
」
よ
り
筆
者
作
成
。
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16 本稿では便宜上、臼田町と呼ぶことにする。
17 総務省統計局「平成 12 年国勢調査」。
18 総工費 7 億円、処理能力 150 トン／日という大規模な焼却施設の建設計画であった。
　臼田町（2005 年度から佐久市臼田となった）16 は、長野県東部の佐久平の中
央に位置し、総面積 83.21km2 の市街地の周りに農村が広がる中間農業地域で
ある。市町村合併以前は、人口約 1 万 6000 人、約 5300 世帯を有し、第 1 次
産業就業者数は全体の 12％、第 2 次産業が 37％、第 3 次産業が 51％を占め
ていた（2000 年）17。
　臼田町の取り組みは、自治体が家庭から収集した生ごみの堆肥化を行うとい
う点では全国でも先駆的な取り組みであり、同様の取り組みを行う後発の自治
体の手本にもなっている。
　臼田町の循環システム形成の背景には、廃棄物処理問題、農業における問題
があった。以前の臼田町のごみ処理は、佐久町、八千穂村と共同埋立地で行っ
ており、そこではカラスやネズミによる周辺農地の農作物被害が発生していた。
対応策として、臼田町や佐久市、小諸市など 16 市町村で構成される佐久広域
行政組合で大規模なごみ焼却施設が計画された18。しかし、建設予定地の周辺
住民の強い反対により、ごみ焼却施設の建設計画は頓挫することになった。他
方で、この時期に域内の農地では、戦後推進された近代農業の弊害としての化
学肥料の依存による地力の低下という問題が発生していた。はじめ、臼田町の
農政課、農協、佐久総合病院は、畜産廃棄物を堆肥として利用することで問題
解決を図ろうとした。しかし、臼田町の家畜の糞尿は、同様の問題に悩む周辺
の川上村や南牧村といった高冷地野菜の生産地で使用されており、確保は困難
であることが分かった。農政課は、低価格で常時一定量を確保できる堆肥の材
料を模索するなかで生ごみ利用という結論に至ったのである。
　ごみ処理の行き詰まりと農地の地力低下という一見異なる問題が、生ごみを
資源ととらえる視点を持った瞬間につながりをみせ、堆肥化事業が実現されて
いったといえる。国庫補助の獲得という後押しもあり、1978 年には臼田町堆
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肥生産センターが完成し、堆肥化事業は本格的に動き始めた。
　また、堆肥化事業の開始以降に化学肥料を使用していた農家の堆肥利用や有
機農業の広がりなどの循環を支える組織として、臼田町、臼田町農協（現 JA
佐久浅間）、町に立地する佐久総合病院の 3 者による臼田町実践的有機農業を
考える会が発足した（1980 年）19。この組織は現在でも町の施設で生産された
堆肥を使用した有機農業の調査研究や有機農業の普及・発展に貢献している。
　資源循環は、各家庭から生ごみ（新聞紙に包まれ、役場が斡旋した紙袋に
入れられている）が収集所に集められるところから始まる（非農家約 3000 ～
3500 世帯分20）（表 2 参照）。次に、収集所から堆肥化施設に運ばれた各家庭
の生ごみに加えて佐久総合病院や食堂等の事業所の生ごみや畜糞が原料として
投入され（年間 1959 トン）、堆肥が生産される（2004 年度）。堆肥は家庭園
芸用として提供されたり、農協を通じて水稲、野菜などの生産農家等を中心に
販売され、長井市と同様に農産物の生産に利用されて地域を循環している。た
だし、町の堆肥を利用した農産物の生産や域内への供給は、特に有機農産物の
生産・供給という点で見た場合、それほど多くはない。理由としては、臼田町
の有機農業は、はじめ兼業農家や高齢化対策の側面が強かったため、小規模で
生産量も少ない状況で推移していること、既に高冷地野菜等の主産地形成が行
なわれていたため、有機農産物や多品種の農作物を域内に供給するというルー
トを新たに形成し難い状況があったことがある。生産基盤の脆弱さは改善の余
地があるが、佐久市臼田有機農業研究協議会の努力もあり、有機栽培米やレタ
スなどの生産販売については進展がみられ、JA 佐久浅間臼田町有機生産者の
19 臼田町実践的有機農業を考える会を改称設立、現在は市町村合併により、現佐久
市臼田有機農業研究協議会へと名称が変更された。
20 臼田町の総戸数は約 5300 世帯であるが、生ごみの収集は比較的町の中心部の非農
家からが多く、農家ではほとんど自家処理されている。収集所自体は臼田町に幅広
く分布している。また、臼田町では、商店を経営している人も農業を兼業している
ことが多く、域内の都市部でも自家処理が可能な家庭もある。旧臼田町役場生活環
境課の資料「臼田町ごみステーション位置図」、旧臼田町役場 生活環境課での聞き取
りより（2000 年 9 月 20 日）。
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会による地産地消運動や有機農産物生産の講習会、有機農業普及のための有機
栽培農園の開設など、生産基盤づくりへつながる継続的な努力が行なわれてい
る。
　臼田町では、廃棄物処理と農業問題の解決という視点から行政が中心となっ
て生ごみの堆肥化に踏み切り、農協や佐久総合病院との連携のもとで循環シス
テムが維持され、これを支える有機農業や地産地消が推進されているところに
取り組みとしての特徴がある。
４節　綾町の取り組み
　最後に、宮崎県の綾町の取り組みの概要について見ていくことにする。綾町
については、後に論ずるアンケート調査の対象地域として取り上げていること
から、前出の 2 つの事例に比べ、循環システムの形成までの歴史的経緯と概
要について少し詳しく紹介することにしたい。
　綾町は宮崎県のほぼ中央部に位置し、総面積 95.21km2 人口約 7600 人、約
2700 世帯を有し、第 1 次産業就業者数は全体の 25％、2 次産業が 28％、3 次
産業が 47％となっている（2000 年）21。観光と農業を基軸として発展してき
た町で、特に基幹産業の農業、なかでも有機農業（綾町独自の自然生態系農
業）22 に力を入れており、1988 年には日本初の「自然生態系農業の推進に関す
る条例」を制定している。
　現在の綾町は、日本一の照葉樹林とそれからもたらされる美しい水や風景と
いった地域資源によって観光客を呼び、有機農業による村おこしを実現してい
21 総務省統計局「平成 12 年国勢調査」。
22 綾町で行なわれているのは自然生態系農業である。自然生態系農業の農作物がす
べて有機農産物や有機農産物加工食品の日本農林規格に基づいた有機農産物に該当
するわけではないが、これを満たすものが多くを占めている（綾町の認証制度のゴー
ルド＝有機農産物）。自然生態系農業は、綾町自然生態系農業の推進に関する条例に
おいて、「自然の摂理を尊重し、自然生態系を有効に生かした農業」と定義されてい
る（「綾町自然生態系農業の推進に関する条例」昭和 63 年 7 月、条例第 12 号）。
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る。しかし、以前は「夜逃げの町」と呼ばれたほど貧しい町であった。
　綾町は、戦後、豊富な森林資源を活かし、林業を基幹産業として栄えていた。
しかし、1960 年代頃になると、林業の衰退 23 や山林労働の機械化、1953 年
に着工された綾川総合開発事業が 1961 年に終了したことなどによって、就労
の場が次々と失われていった24。住民のなかには町を捨てて出て行く者も現れ、
若い労働者は、全国の農村地域と同様に都市部へと流出する状況であった。こ
の頃の綾町の農業はというと、当時の町長の郷田實氏が「耕地面積が 9％と少
ないうえ土地がやせていて、米も野菜も収穫量はよその半分以下。農家は何と
か自給自足できても、商工業者や勤労者のぶんまでまかなえない。野菜類はよ
そから買っていました。（郷田實（1998: 13）より引用）」と指摘する状況であっ
た。そのような危機的状況から、非常にドラマティックな出来事を経て、現在
の綾町は形成されることになる。
　町の転換点は、1960 年代25 後半の国有林の交換計画の浮上と、これに対す
る住民の対応にあった。計画は、旧財閥系企業の禿山と照葉樹林が覆う国有林
の立ち木をパルプ材のために交換するという内容だった。町議会は、照葉樹林
を伐採した後に植林作業を請け負えば町が潤うとして、計画を歓迎していた。
しかし、これに反対する者があった。当時、町長に就任したばかりの前出の郷
田氏であった。反対は、伐採や植林終了後の町の将来を見通すと何も残らな
いことなどを考慮したうえの結論であった26。郷田氏は、反対署名集めに奔走
し、全住民の約 75％の賛同をえて、これを議会に報告した。結果、議会は反
23 1960 年の木材の輸入自由化によって、低価格の輸入木材に太刀打ちできずに、綾
町に限らず国内林業は衰退することになった。
24 綾川総合開発については、綾町教育委員会（1997：82-99）を参照されたい。
25 立ち木交換の話が町長に提案されたのが 1966 年、郷田（1998：15-16）。白垣（2000：
91-96）。表面化したのは 1967 年、綾町教育委員会（1997：102）。
26 そのほかにも、氏の心象風景のなかの照葉樹林の故郷、照葉樹林に対する思想な
ども立ち木交換反対に影響を与えていた。氏の反対運動への決意については、郷田
（1998）、白垣（2000）を参照されたい。
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対を決議した27。実際は、町が反対しようとも、国は計画を強行できる。しかし、
これがきっかけとなって、町や町民をあげた国有林の交換反対運動が展開され、
最終的には計画が白紙撤回になることで照葉樹林が守られた。この時、照葉樹
林が伐採されていたら、現在の観光と自然生態系農業による町おこしも実現さ
れなかったであろう。
　この事件を契機として、自治体の政策は、林業に極度に依存していた状況か
ら農業、照葉樹林を活かした観光や伝統工芸の振興に転換された。照葉樹林
は 1982 年には国定公園となり、観光資源となるとともに、美しい水や自然の
恵みの源であり続けている。農業に関する取り組みとしては、それまで町外か
ら購入していた野菜を時給へと切り替えるために、1967 年から一坪菜園運動
が開始された。この運動は、無農薬の野菜を一般家庭においても栽培すること
を奨励するもので、自然生態系農業への一歩となった。さらに、有機質の堆肥
の使用、除草剤に頼らない土作りを条件とした有機農産物の価格補償制度28 の
実施（1974 年）、自然生態系農業の認証業務や生産指導、土壌検査などを行う
有機農業開発センター（1989 年）やし尿から液肥をつくる自給肥料供給施設
（1978 年）など、自然生態系農業の多種多様な基盤整備が進められた。この自
然生態系農業のための基盤整備が同時に有機系廃棄物の循環のための基盤整備
となっていったのである。一般家庭から排出される生ごみを堆肥化する生活雑
廃コンポスト製造装置は、一連の基盤整備の一つとして 1987 年に設置された
（現在では臭気対策が施され、改築された施設が稼動している）。
　町では、以前から生ごみの資源化が取り組まれており、1973 年では 290 世
帯を対象に生ごみを収集し、高熱処理を行なって豚の飼料として活用していた。
しかし、養豚に濃厚飼料が使用され始めたこと、町の農業政策が自然生態系農
27 九州農政局計画部（1996：59）。郷田（1998：30）。
28 現在では自然生態系農業の守る綾町独自の経営安定制度として、「綾町農畜産物総
合価格安定基金」（2000 年から開始、価格対策として）、「綾町露地野菜共済基金制度」
（2003 年から開始、災害対策として）がある。
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業へ転換する中で有機肥料を確保する必要が出てきたことにより、町ぐるみで
大規模な生ごみの堆肥化が開始される運びとなった。堆肥化施設の設置に深く
かかわった前出の郷田氏には、有機肥料の確保という目的に加え、自然の循環
に沿った形での資源の循環、自然との共生という思想が根底にあったようであ
る29。
　生ごみの堆肥化は、まず、一般家庭各自が生ごみを巡回する収集車に直接投
入するところから始まる。収集された生ごみは、事業所からの生ごみや畜糞と
共に年間 296 トンの堆肥に生まれ変わる（2003 年度）（表 2 参照）。
　生産された堆肥は、農業や家庭菜園などに利用されており、ニーズに応じて
バラか袋詰めで購入できる。町の堆肥は、農家による自然生態系農業等によっ
て農産物に利用され、農産物が地域の経済と食を支えているという点では他の
2 つの事例と変わらないが、資源循環によって生産された液肥や堆肥を利用し
た農産物の生産と流通という点で、他の 2 つの事例にくらべて循環の太いパ
イプが形成されている。例えば、綾町の農産物供給基盤は 601 戸の農家であ
り、そのうち 67％は環境保全型農業に取り組んでいる。また、地域で農産物
が消費される場としては、スーパー以外に「手づくりほんものセンター」があり、
ここでは露地野菜のみで年間約 1 億 7689 万円を売り上げている（2004 年度）。
他にも域内では、学校給食、町営の宿泊施設、町の飲食店などで農産物が消費
されている。
　綾町の取り組みは、単なる資源循環やごみ処理目的ではなく、自治体が推進
する自然生態系農業の基盤整備の一環として、自治体の要請で有機系廃棄物の
循環の施設が整備されたところに特徴がある。農家は、堆肥の利用や農産物の
生産によって、住民は資源利用するための生ごみの分別と堆肥の消費・農産物
の消費という形で物質循環の一部を担っている。はじめ自治体の政策に動かさ
れる形で始まった自然生態系農業がキーとなって、現在では三位一体の協力関
29 郷田（1998：171-172）を参照されたい。
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係の下で有機系廃棄物の循環をベースとした循環システムが形成されているの
である。
２章　3 つの事例より得られた知見
─循環システムの形成にコミュニケーション・ネットワークの
果たす役割
１節　3 つの事例より得られた知見
　各自治体における調査研究で得られた知見のなかに、3 事例に共通する特徴
として、自治体が有機系廃棄物の循環を廃棄物処理・リサイクル政策といった
視点のみで捉えていないということがある。例えば、有機系廃棄物の循環利用
を地域の農業や食と結びつけるという視点を持っており、取り組みを単なる資
源循環の枠組みを超えた、生産、消費、廃棄にかかわる総合的な政策として位
置づけている。特に、臼田町や綾町では、当時の農業基本法（1961 年）の下
で展開された農業政策30 に対して地域独自の農業政策（有機農業（綾町では自
然生態系農業））が選択されたのであり、有機系廃棄物の循環利用（有機質の
肥料や土壌改良剤の供給）がこれを支える仕組みになっている。
　さらに、得られた最も重要な知見は、循環システムの形成と維持において地
域や地域住民のコミュニケーション、ネットワークの果たす役割である。
　本稿での詳細な分析は省くが、自治体の廃棄物の排出量や処理経費に関する
資料を基にして、廃棄物処理に限定した視点で事例の貨幣的な側面からの評価
を試みた（西俣、2006）。その結果、3 事例における堆肥化は、事例によって
は焼却処理に比べて多少高コストとなる場合があるものの、総じて低コストで
あるということが確認できた。ただし、堆肥化の場合、質が悪く、資源化され
ても需要がなければ取り組みの意味は大幅に失われてしまう。3 事例で堆肥化
30 当時の農政は、1961 年の農業基本法以降目指された農業の生産性の向上と経営の
合理化にともなって主産地形成・選択的拡大、化学肥料や農薬、機械の使用拡大に
よる農業の工業化が推進されている状況であった。
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の意味が失われず、低コストでの処理が成り立つのは、分別や堆肥の使用に対
する域内住民の合意に基づいた協力によるところが大きい。そして、取り組み
に対する住民の合意形成とその維持・継続に関して、コミュニケーションやネッ
トワークが重要な役割を果たしていることが 3 事例の聞き取り調査によって
定性的に確認できた。
　以下、3 つの事例におけるコミュニケーション、ネットワークについてみて
いく。
２節　3 事例におけるコミュニケーション、ネットワーク
　長井市・臼田町におけるコミュニケーション、ネットワーク
　長井市の場合、臼田町や綾町が自治体発案型の取り組みであるのに対し、地
域住民発案型の取り組みであり、取り組みに対する合意形成や協力においても
地域住民の積極的な活躍がみられる。レインボープランの発案から実現までの
段階では、プランの理解と協力を求めて、プランの中心メンバーによる婦人団
体や商工会などの地域の既存の団体や組織に対するコミュニケーションが行わ
れた。その結果、地域の団体や組織のレインボープランに対する合意が形成さ
れ、プラン実現という目的の下で、それまで個別に存在していた地域の団体や
組織間のネットワークが形成されることとなった。最終的には、このネットワー
クを通じてレインボープランのビジョンが地域住民に浸透し、プランに対する
一般市民の合意形成も達成されることとなった。このことによって、レインボー
プランはスムーズなスタートとともに、現在の取り組みの持続性を獲得できて
いる。
　臼田町においては、堆肥化の取り組みが自治体による発案であったため、地
域の自治会を通じた自治体職員の指導による取り組みへの合意形成と分別のた
めの意識改革が行われた。しかし、これは堆肥化や分別という視点から見た場
合であって、こうした活動とともに、合意形成や意識改革の潜在的な部分の変
革に前出の佐久総合病院の果たした役割が大きかったと考えられる。佐久総合
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病院は 1944 年に産業組合の病院として発足し、地域住民の保健活動などとと
もに、農村の暮らしと健康を守るための教育的活動を行ってきた。このような
活動は、農民を中心として地域住民の意識構造に影響を与え、有機農業や有機
質の堆肥を使用した農業の理解、堆肥化の取り組みに対する理解の素地づくり
に貢献することになった。つまり、病院が地域住民とのコミュニケーションや
地域住民間のコミュニケーションのための情報の発信源、知識の交流の媒介と
なることで、地域全体に資源循環の取り組みに対する理解や協力に結びつくよ
うな基盤が形成されたといえる。また、病院が臼田町や町の農協とともに組織
している有機農業研究協議会は、取り組みに関連する地域の中核的なセクター
間のネットワークの形成や相互交流を強める役割を果たしている。他にも、有
機農業研究協議会は、農地を持たない地域住民でも町の堆肥を使用して有機農
法による作物栽培に取り組める「有機栽培農園」の開設や佐久総合病院看護学
校生や小学生の農業体験学習の受け入れを行っている。このような中核的な組
織や団体による地域住民とのコミュニケーションの強化や有機農業の知識の普
及が取り組みに対する地域住民の合意を持続的なものにし、資源循環を継続的
に支えることにつながっている。
　綾町におけるコミュニケーション、ネットワーク
　最後に綾町の事例におけるコミュニケーションやネットワークの重要性につ
いて確認しておきたい。綾町の事例は臼田町と同様に、自治体発案型の取り組
みである。ただし、他の 2 つの事例と異なるのは、資源循環や独自の農業政
策などの地域の政策のためにコミュニティ内の結びつきを強める戦略を意図的
にとったことである。
　綾町では、前述したように、綾川総合開発事業が 1961 年に終了したことな
どによって、就労の場が次々と失われ、なかには町を捨てる住民も現れたこと
でコミュニティが崩壊寸前となった。こうした状況を改善し、地域を活性化さ
せ、地域の政策をスムーズに展開するために、相互扶助の精神を取り戻す取り
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組みが開始された。自治公民館運動である。
　具体的には、行政の最小単位である区長制を廃止し、町の 22 の各自治公民
館が地域の振興と住民の福祉向上に専念することになった。行政伝達などのそ
れまで行ってきた行政の手足となる業務も廃止された。替わって各自治公民館
では、各地区の特色を活かした事業を住民が考え、住民から集めた資金（自治
公民館予算の約 30％を町が支援している）で運営する住民の手による住民の
ための自治活動が行なわれるようになった31。この運動は、コミュニティの結
束力を高め、議論を含めた地域住民のコミュニティ内のコミュニケーションの
円滑化を促進し、自治公民館という単位で議論や対話をしながら町民全員がま
ちづくりに参加するという綾町の体質を生み出すことにつながった。すなわち、
町ぐるみの活動や政策、人的ネットワークや自発的な地域活動等が生まれやす
いベースがつくられたのである。
　地域住民の自治への関心と参加の状況をみるために、2003 年度に各公民館
で行なわれた町政座談会（行政による町政の報告と議論の場）への住民の出席
率をみることにする。図 1 に示されるように、世帯数の多い自治公民館（綾
町の都市部）における出席率がやや低いという傾向は見られるものの、22 の
自治公民館のうち、半数をこえる 12 の自治公民館の出席率が過半数を超えて
おり、地域住民の自治への関心と参加の高さが伺える。
　また、綾町では、自治公民館が主体となって生涯学習に取り組んでおり（自
治公民館を拠点とした生涯学習が行なわれるようになったのは、1993 年から）、
地域住民のコミュニケーションやネットワークの形成を媒介する役割を果た
している。生涯学習に対する行政の支援として、5 人以上集まれば、1 講座を
開設できる仕組みがつくられている。綾町の教育委員会によると、こうした支
援は、個人の技術等の向上とともにコミュニティにおける住民同士のコミュニ
31 綾町教育委員会での聞き取りで得た資料、「自治公民館活動と生涯学習」より（2004
年 9 月 17 日）。
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ケーションを高めることで、自治活動を円滑にしてよりよいまちづくりが行わ
れる素地が形成されることを目的として行われているのだという。
　通常、生涯学習講座は、市町村自治体レベルでの講座が多いが、綾町では、
自治公民館に「生涯学習推進委員」を設置して、自治公民館単位で舞踊や料理、
陶芸など多様な講座が開設されているところに特徴がある32。2003 年度の自
治公民館生涯学習講座は 114 講座が開設されており、延べ 5914 人が参加して
いる。前述した町政座談会で出席率の低かった綾町の都市部では、生涯学習に
おいては多くの住民の参加がみられる。地域との関わりが失われがちな都市部
※※出席率が100％を超えているのは、各世帯から数名が参加したためである。
※隠居等の場合はこれを世帯数にカウントせず、自治公民館が実質上カウント
している全世帯2,257を採用した。そのため、綾町の統計上の世帯数と一致し
ない。
（出典） 綾町教育委員会「2003年度 自治公民館会合等出席状況」 より筆者作
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図１　綾町の各自治公民館における町政座談会の出席率
※隠居等の場合はこれを世帯数にカウントせず、自治公民館が実質上カウントしている全世
帯 2,257 を採用した。そのため、綾町の統計上の世帯数と一致しない。
※※出席率が 100％を超えているのは、各世帯から数名が参加したためである。
（出典） 綾町教育委員会「2003 年度 自治公民館会合等出席状況」 より筆者作成。
32 綾町では、自治公民館単位の生涯学習が主であるが、それ以外にも公立公民館単
位の生涯学習も行なわれている。公立公民館の生涯学習は約 30 講座あり、参加延べ
人数は平成 15 年度で約 3664 人となっている。綾町教育委員会での聞き取りで得た
資料、「自治公民館活動と生涯学習」より（2004 年 9 月 17 日）。
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において生涯学習は地域住民のコミュニケーションやネットワークづくりを支
える役割を果たしていると考えられる。
　さらに、自治公民館では、生涯学習を始める以前の 1968 年から各家庭の自
慢の一品を育てて楽しむ「一戸一品運動」が行われている。これは、「一村一
品運動」33 に見られるような町外へのアピールの強い運動ではなく、住民が生
活を楽しむことを目的とした運動である。こうした運動の成果物は、現在、各
家庭からの一品が集まる「手づくりほんものセンター」（以下、センターと略）
で販売されている。また、センターは、単に商品の販売所であるだけではなく、
地元住民同士、観光客と地元住民の交流の場という機能も持ち合わせている。
センターの入り口には、生産者名と生産者番号が書かれた看板が設置してあり、
商品には生産者名か生産者番号が明記されているため、誰が提供した商品であ
るかわかるようになっている。つまり、顔の見える関係のなかで有機農産物や
住民の手づくり商品が販売されている。
　このように、自治公民館の活動を通じて地域住民間のコミュニケーションが
円滑にはかられ、多様なネットワークが形成されることが住民の地域政策に対
する積極的な協力をうみ、住民の協力を必要とする政策のスムーズな展開が行
われやすい状況をつくりだすことにつながっている。綾町では、この自治公民
館を通じて町の政策に対する合意形成が行われており、本稿で取り上げた資源
循環の政策に対する合意形成もまた、自治公民館を通じて行なわれたのである。
　3 事例におけるコミュニケーション、ネットワークの重要性
　3 つの事例において共通するのは、地域住民や地域の組織・団体における活
発なコミュニケーションやネットワークが政策の設計段階や実施段階における
地域住民の合意形成、その継続において重要な役割を果たしているという点で
33 一村一品運動とは、1979 年に大分県知事が提唱した地域づくり運動。地域の人々
がそれぞれの地域の特色を生かした国内外でも通用する特産品を育てることで、地
域の地域活性化をはかるという運動。
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ある。
　これまでに生ごみの堆肥化の取り組みで失敗するケースがいくつか報告され
ているが、その主な要因として、生ごみへの異物混入の多さ、いわゆる分別の
不徹底が指摘されることが多い34。例えば、東京都町田市町田リサイクル文化
センター、愛知県豊橋市資源化センター、神奈川県三浦市環境センターでは、
金属やプラスチック等の異物の混入によって堆肥化を休止・中止することと
なった。他方、農村部が多い自治体においても、綾町に隣接する国富町（生ご
みの堆肥化を行っている）では、国富町で生ごみの堆肥化を始めた当初、新興
住宅街において、生ごみに異物が多く混入したことが原因で収集が中止された
ことがある 35。生ごみの収集が新興住宅街で中止されたことは非常に興味深い。
その要因の一つにはコミュニティ、とりわけコミュニケーションやネットワー
クの脆弱さがあったと考えられる36。コミュニティにおけるコミュニケーショ
ンやネットワークの脆弱な新興住宅街では、異物を混入させても周りは知らな
い人ばかりだし、注意されないという判断や転入した人に分別の仕方を誰も教
える人がいないといった状況があったと推測される。
　住民の取り組みへの合意と協力は資源循環の成否を左右するといえるだろう。
失敗の事例は、既に示した、生産・消費・廃棄という物質の循環過程自体とそ
の物質の循環過程を実現する人間の行為から構成されるシステムという、循環
システムの定義における「物質の循環過程を実現する人間の行為」の重要性を
示唆している。
34 内藤（2000：11-23）、吉野ほか（1999：113-160）、押田（1985：155-158）にお
いても同様の指摘がされている。
35 綾町役場での聞き取りより（2000 年 1 月 6 日）。
36 資源循環には資源循環するような人の関係の社会をつくらなければならないとい
う指摘が鬼頭（2004：48-51）で行われている。また、寄本（2004：97-99）では、
清掃事業やリサイクル活動においてコミュニティが注目されると指摘されている。
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３章　循環型社会と綾町―アンケート調査分析を基にして―
１節　研究のねらい
　2 章では、地域レベルでの循環システムの形成におけるコミュニケーション、
ネットワークの重要性について述べた。しかしながら、それは、文献や資料、
地域での聞き取り調査をもとに定性的に明らかにしたものである。本研究では
さらに、循環システムが形成されている地域のコミュニケーション、ネットワー
ク、信頼、社会的参加などについてアンケート調査を行い、その定量的なデー
タを基にコミュニケーションやネットワーク、地域活動への参加や信頼等と循
環型社会の形成との関係性について分析を行うことにした。
　調査地は前述の有機系廃棄物の循環を実現している事例の一つである、宮崎
県の綾町である。
　本稿では、地域のコミュニケーションやネットワーク、地域活動への参加や
信頼などを測る方法として、ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）の測定・
分析のために用いられた指標を使用することにした37。その理由は次に示す通
りである。
　ソーシャル・キャピタルは、冒頭で示したパットナムの定義によると、その
構成要素はネットワーク、信頼、規範とされている。この概念（定義）は、こ
れまでの廃棄物やリサイクル政策ではハードの整備が中心となることであまり
重要視されてこなかった。しかし、循環システムの形成においては、住民の協
調行動が取り組みの成否を決める要素として非常に重要であるため、注目すべ
き概念であるといえる。また、この概念に含まれる信頼やネットワークなどの
要素は、地域社会における、つきあい・交流（コミュニケーションやネット
37 ソーシャル・キャピタルの概念が曖昧であり、それぞれの調査機関や研究者の間
で定義が異なっており、そのような要因から、ソーシャル・キャピタルの定量的な
測定の確立した手法はまだないが、本稿では、内閣府による委託調査（「ソーシャル・
キャピタル」調査研究会（2003））で日本国内のソーシャル・キャピタルの定量的な
測定に用いられた指標を参考にした。
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ワーク）、参加、信頼などについて調査するという本稿の調査目的とも一致する。
ただし、本稿では、ソーシャル・キャピタルはまだ新しい概念であり、定義に
ついて議論され始めた段階であるため、この定義に関する継続的議論は取り扱
わないことにする。
２節　データの収集
　調査対象地域の綾町には 22 の自治公民館があり、綾町を構成するコミュニ
ティは、実質的に 22 の自治公民館がある地域に等しい。
　本稿のアンケート調査では、22 の自治公民館が実質上カウントしている全
世帯、2327 世帯を対象とした38。アンケートは、各自治公民会会長に直接手渡し、
配布と回収を依頼して協力を得ることができた。また、アンケートに各世帯の
誰が回答するかは、各世帯に一任した。アンケートは 2004 年 10 月に配布し、
11 月に回収した。当初予定していた期限内に間に合わなかったものに関して
も、後日綾町の教育委員会の自治公民館担当の方から郵送していただき、回収
した。2327配布したうち、871の有効回答が得られ、有効回答率は37.4％であっ
た。
３節　循環型社会の概念定義と食・農循環型の操作的定義
　循環型社会の概念定義
　冒頭で提示した循環型社会形成推進基本法における「循環型社会」の定義は、
曖昧で、異なる解釈が生じ易いものになっているといえる。そこで本稿では、
循環型社会を「節約と無毒を実現するという価値に準拠した相互行為やコミュ
38 本稿のアンケート調査では、統計上で綾町は世帯数が 2674 世帯となっているが、
隠居等の場合はこれを世帯数にカウントせず、実質上の世帯 2327 世帯を採用した。
綾町教育委員会での聞き取りで得た資料「自治公民館館長・班長名簿」より（2004
年 9 月 17 日）。
　本稿のアンケートでは、その収集と配布において、有機農業開発センター、綾町
教育委員会、自治公民館館長、綾町町民の皆様に大変な協力をいただいた。
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ニケーションを構成素とする社会」と概念定義することにした。これは循環型
社会形成推進基本法の定義に示される「天然資源の消費抑制」と「環境負荷の
低減」というキーワードやハーマン・デイリーの「持続可能な発展」を実現す
るために満たすべき 3 つの基本的条件等を参考にして定義している39。
　デイリーの 3 つの基本的条件を簡潔に示すと以下のようになる。
3 つの基本的条件
再生可能資源　：消費量を再生可能資源の再生量の範囲内におさめる
枯渇性資源　　：資源消費をできる限り再生可能資源に代替する　
環境汚染物質　： 排出量を抑え、分解・吸収・再生の範囲内に最小化・無害
化する40
　この 3 つの基本的条件は次のように説明できる。再生可能な資源を再生量
の範囲内で利用するならば、ほぼ永続的に持続可能である。また、枯渇性資源
である石油などの化石資源などは、永続利用できないため、依存度を下げてい
くことが重要である。枯渇性資源を利用するとしても、再生可能資源で代替で
きる範囲内で使用する必要がある。そして、こうした資源利用の過程では、環
境汚染の最小化と無害化が不可欠となる。
　デイリーの基本的条件は、「持続可能な発展」へ向けてのアプローチのうち、
持続可能な資源・環境利用の視点からのアプローチとして広く知られている41。
こういったアプローチにおける持続可能性についての具体的な評価尺度など
39 パーソンズとルーマンによる社会システムの定義も参考にしている。パーソンズ
は社会システムの構成素を相互行為（一定の社会関係を取り結んでいる人びとのあ
いだでやりとりされる社会的行為のこと。濱嶋ほか（1999：386）より抜粋。）とし、ルー
マンは社会システムの構成素をコミュニケーションとしている。
40 3 つの基本的条件の要約については、古沢（2003：140）より引用。
41 「環境・持続社会」研究センター（1996）を参照されたい。
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については、個別課題での統一的
見解は得られていない状況ではあ
るが、長期的視野からの大枠とし
ての基本的条件は、デイリーの 3
つの基本的条件を踏まえることに
集約されると思われる42。
　本稿における節約とはデイリー
の 3 つの基本的条件でいう再生
可能資源の消費量を再生可能資源の再生量の範囲内におさめ、枯渇性資源は消
費をできる限り抑制することを指す。つまり、節約とは、天然資源の消費を抑
制し、再生可能資源の消費量を再生可能資源の再生量の範囲内に抑制し、枯渇
性資源は消費をできる限り抑制することをいう。例えば、浪費と節約の分岐点
には、さまざまな考え方があるが、筆者はエコロジカル・フットプリント43 な
どの指標をイメージしている。また、無毒とは、デイリーの 3 つの基本的条
件でいう環境汚染物質の排出量を抑制し、分解・吸収・再生の範囲内に最小化・
無害化することを指し、無害化不可能、もしくは無害化に長い年月と更なる多
くの資源投入が必要な場合は基本的に排出しないことをいう。無毒とは毒がゼ
ロということではなく、環境汚染物質を生態系による分解・吸収・再生の範囲
内に抑制する事を意味する。
　図 2 は、この定義の節約、無毒の対立概念として浪費、有毒を採用し、単
純に図示したものであるが、ここで定義した循環型社会はちょうど左上のマス
内に位置する社会であるといえる。有毒か否かを決定する場合、量の問題等が
42 持続可能性の概念の議論では、弱い持続可能性（自然資本と人口資本の無制限な
代替可能性に基づく概念）と本稿で使用したデイリーのような「強い持続可能性」
の概念がある。
43 エコロジカル・フットプリントとは、ある経済システムに流入し出ていくエネル
ギーと物質の流れ（フロー）を明らかにし、このフローを“面積”に変換して表す
分析手法である。Wackernagel（訳 2004：24）より抜粋。
図 2　循環型社会の捉え方についての概念図
無毒 有毒
節約 目指すべき循環型社会
「循環型社会」
の政策の現状
浪費 日本の現状
（出典）筆者作成。
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あるが、ここでは単純化した図となっている。現状の社会は、有毒かつ浪費的
な右下のマス内に位置しているといえる。また、現状の日本の環境基本計画・
循環型社会形成推進基本計画に基づく施策によって実現される社会は、右上の
マス内に位置しているといえる。省エネや省資源を謳いながらも基本的には環
境汚染物質（無害化不可能、もしくは無害化に長い年月と更なる多くの資源投
入が必要な物質）を基本的に不使用にするといった考え方は政策の原則になく、
環境基本計画では、有毒な放射性廃棄物の排出や事故の危険性という問題があ
るにもかかわらず、原発は二酸化炭素の排出削減に資するという部分で認めら
れている。つまり、二酸化炭素の排出削減に資するとしても環境汚染物質を排
出するという、いわば節約有毒型の政策となっている。
　食・農循環型の操作的定義
　以上のように定義した循環型社会の概念からみると、綾町の事例は、生ごみ
の堆肥化やし尿の液肥化により資源を再利用している点において節約型である。
そして、これらの資源を利用した農業の生産方式として、自然生態系農業を選
択していることから、無毒型であるといえる。ゆえに、綾町の資源循環の事例は、
節約無毒型であるといえる。すなわち、農薬や化学肥料に依存しない食・農を
通じた循環システムが形成されている。
　本稿では、生ごみを堆肥化する行動を食・農循環型行動とした（以下食・農
循環型と略す）。そして、食・農循環型を「受動的循環型」と「能動的循環型」
の 2 つに類型化した。さらに対照群として「非循環型」というカテゴリーを
設けて、3 カテゴリーの変数として操作的定義した。
　「受動的循環型」とは、生ごみを町に分別して出している人（表 3）を指す。
一般的に他の自治体では、家庭から排出される生ごみは自治体によって、可燃
ごみとして焼却処理されており、「非循環型」であるといえる。しかし、綾町
の場合は自治体による生ごみの堆肥化が行なわれており、これに分別して排出
する場合と自ら堆肥化、液肥化する場合に分けられる。この調査を実施した時
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には44、町の生ごみの収集ルートに入っている地域とそうでない地域があった
が、ルートに入っている地域でも自ら堆肥化等を行っている人もいた。そのた
め、生ごみを町に分別して排出している人は自ら処理している人に比べ、受動
的であるとし、「受動的循環型」に分類することとした。
　「能動的循環型」とは、生ごみを町に分別して出しておらず、かつ、堆肥
化や液肥化による自家処理を行っている人である（表 4）。先に述べたとおり、
調査時には、町の生ごみの収集ルートに入っていない地域があり、基本的には
町の農村部である。収集ルートに入っていない地域では、自ら何らかの処理を
する必要が生じるわけであるが、町の意向に反して、可燃ごみに混入したり、
焼却処理というルール違反や単に土に埋めるといった農業等への適切な利用を
しないという選択も可能である。しかしながらそれでも自家処理として堆肥化
や液肥化を選択し、生ごみの収集ルートに入っていても自ら堆肥化や液肥化を
行っている人もいる。そういった状況を踏まえて、行動主体が自ら堆肥化・液
肥化を行っている場合、より積極的な食・農循環型行動として、「能動的循環型」
に分類した。
　「非循環型」とは、生ごみを町に分別して出していない人で、かつ、町に焼
表３　生ごみ分別
有効値
度数 パーセント 有効パーセント
生ごみを町に分別
して出している
418 48.0 49.1 
生ごみを町に分別
して出していない
434 49.8 50.9 
合　計 852 97.8 100.0 
欠損値 無回答 19 2.2 
合計 871 100.0 
（出典）筆者作成。
※凡例
は「受動的循環型」
44 2005 年からは全域が収集ルートとなっている。綾町町民生活課の情報による（2006
年 5 月 9 日）。
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却ごみ・可燃ごみとして排出している（13 人）、または、その他（13 人）、ま
たは、自家処理をしていて、かつ、その処理方法が焼却処理（8 人）およびそ
の他（41 人）である場合とした（表 4）。また、「非循環型」のなかには焼却
ごみ、可燃ごみとして排出している、自家処理として焼却処理をしている場合
以外にその他の選択があった。その他を選択した理由の記述で圧倒的に多かっ
たのが、堆肥化等を行わず直接庭や畑、木の根元に埋める、次に鳥の餌等であっ
た。本稿では食・農循環型として、農業、特に農産物の生産を通じた循環を重
表５　食・農循環型の度数分布
度数 パーセント 有効パーセント
有効値
「受動的循環型」 418 48.0 49.1 
「能動的循環型」 343 39.4 40.3 
「非循環型」 91 10.4 10.7 
合　計 852 97.8 100.0 
欠損値 無回答 19 2.2 
合　計 871 100.0 
（出典）筆者作成。
表４　食・農循環型のもとになる回答の度数分布
度数 パーセント 有効パーセント 度数 パーセント 有効パーセント
有効値
自家処理をしている 408 46.8 94.0 
焼却処理 8 0.9 2.0 
堆肥化、液
肥化
343 39.4 87.5 
その他 41 4.7 10.5 
有効値合計 392 45.0 100.0 
無回答 35 4.0 
合　計 427
焼却ごみ可燃ごみと
して排出している
13 1.5 3.0 
その他 13 1.5 3.0 
有効値合計 434 49.8 100.0 
欠損値 無回答 19 2.2 
非該当 418 48.0 
合　計 437 50.2 
合計 871 100.0 
（出典）筆者作成。
※凡例
は「非循環型」
は「能動的循環型」
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視し、さらには農業等への利用に適切な形（堆肥化等適切な処理）で循環する
ことを重視しているため、その他については「非循環型」に分類することにした。
　食・農循環型行動のそれぞれの割合は、「受動的循環型」が 49.1％、「能動
的循環型」40.3％、「非循環型」が 10.7％であった（表 5）。
４章　ソーシャル・キャピタル
―「つきあい・交流」、「信頼」、「社会参加」と綾町
　本章では、コミュニケーションやネットワーク、信頼、地域への参加などが
循環型社会の形成とどのような関係性があるかについて、綾町のアンケート調
査を基に分析することを目的として、ソーシャル・キャピタルの操作的定義や
本稿で用いるソーシャル・キャピタルの構成要素、「つきあい・交流」、「信頼」、
「社会参加」の指数、および統合指数の算出を行った。
　アンケート調査には、「ソーシャル・キャピタル」調査研究会『ソーシャル・キャ
ピタル：豊かな人間関係と市民活動の好循環を求めて』45 において、ソーシャル・
キャピタルの定量的把握に用いられた質問や指標を利用している。
１節　ソーシャル・キャピタルの測定方法
　ソーシャル・キャピタルの研究は、大きく分けて概念や歴史に関する研究と
測定や測定方法に関する研究がある。本稿では、これらの研究動向については
省略することにする。
　本稿では、「ソーシャル・キャピタル」調査研究会『ソーシャル・キャピタル：
豊かな人間関係と市民活動の好循環を求めて』を参考にし、ソーシャル・キャ
ピタル指数を算出した。「ソーシャル・キャピタル」調査研究会の調査では、パッ
トナムがアメリカの州別データを用いて行った方法に倣って、関係指標の合成
45 「ソーシャル・キャピタル」調査研究会（2003）。2002 年度の委託調査であるが、
2003 年に報告書が公表されている。
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係数を算出している。「ソーシャル・キャピタル」調査研究会の報告書にも断
られているように、ソーシャル・キャピタルの構成要素については多くの議論
があるが、報告書では、パットナムのソーシャル・キャピタルの定義によって
示された「ネットワーク」「信頼」「規範」を踏まえ、世界でもソーシャル・キャ
ピタルの測定について先駆的な取り組みを行っているイギリスなどの調査項目
を参考にして、調査の構成要素を決定している46。なお、本稿では、加算尺度
である構成要素と個別指標とを区別するため、以下、加算尺度である構成要素
は下位次元と呼ぶことにする。「ソーシャル・キャピタル」調査研究会の報告
書において、下位次元は、Ⅰ . つきあい・交流（ネットワーク）、Ⅱ . 信頼（社
会的信頼）、Ⅲ . 社会参加（互酬性の規範）とされている（カッコ内はパット
ナムの定義との関連）。報告書では、ソーシャル・キャピタルの 3 つの下位次
元に該当する 12 の個別指標を選択し、合成指数を作成している。
　試算は、各個別指標を相互比較ができるように、平均を 0、標準偏差を 1 と
なるように基準化した後、3 つの下位次元それぞれについて採用する個別指標
の単純平均をとり、各下位次元の指数としている。加えて、各下位次元の指数
の単純平均をとり、これを統合指数（ソーシャル・キャピタル）としている47。
　本稿では、綾町のアンケートで得た一次資料を用い、「ソーシャル・キャピ
タル」調査研究会の調査とほぼ同様の個別指標と計算方法によって、各構成要
素の指数および統合指数を算出した。また、本稿では、報告書で用いられた指
標のうち、表 6 に示される 11 の個別指標を使用した48。なお、加算尺度に用
46 「ソーシャル・キャピタル」調査研究会（2003：35）よりほぼ抜粋。
47 「ソーシャル・キャピタル」調査研究会（2003：57）よりほぼ抜粋。
48 「ソーシャル・キャピタル」調査研究会は、ソーシャル・キャピタル指数の算出の際、
3 つの下位次元の一つである社会参加指数の個別指標において、2001 年の社会生活
基本調査を出典とする「ボランティア活動行動者率」を使用している。なお、「ソーシャ
ル・キャピタル」調査研究会はボランティア活動の有無について質問しており、本
稿ではこの質問を「ボランティア活動への参加状況」と呼び、これを個別指標とし
て使用することにした。また、「ソーシャル・キャピタル」調査研究会が社会参加指
数の計算に用いていた個別指標に「人口一人当たり共同募金額について」があったが、
都道府県単位の二次資料であるため、使用できなかった。
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いた個別指標はポジティブな回答ほど低い変数値を、ネガティブな回答ほど高
い変数値を与えたため、ソーシャル・キャピタル指数、および、これを構成す
る下位次元の指数は逆スコアになる。
　主成分分析の結果、「つきあい・交流」、「信頼」、「社会参加」は、固有値が 1.0
以上の主成分は 1 個だけ抽出されたため、内的一貫性があると判断した。
　統合指数（ソーシャル・キャピタル）を構成する、11 のすべての個別指標
を投入して主成分分析を行った。結果、表 6 に示すように、固有値 1.0 以上
の主成分が 3 つ抽出された。ただし、3 つの主成分の分散の説明率の累積％は
50％を越えており、内的一貫性はあるといって妥当であると考えられる。なお、
統合指数について、クローンバックのアルファを計算したところ、0.643 とい
う値が得られ、信頼性があるという結果が得られた。このため、11 の個別指
表６　統合指数の主成分行列
主成分
1 2 3
固有値 3.190 1.374 1.031 
分散の説明率（％） 29.000 12.493 9.372 
累積 （％） 29.000 41.493 50.865 
「つきあい
・交流」
１　隣近所とのつきあいの程度 0.617 ⊖0.213 ⊖0.393 
２　隣近所とつきあっている人の数 0.666 ⊖0.277 ⊖0.100 
３　友人・知人とのつきあいの頻度 0.590 ⊖0.089 ⊖0.177 
４　親戚とのつきあいの頻度 0.467 0.039 ⊖0.415 
５　スポーツ・趣味・娯楽活動への参加状況 0.457 ⊖0.332 0.503 
「信頼」
６　一般的な人への信頼 0.641 0.360 ⊖0.122 
７　近所の人々への信頼度 0.544 0.511 0.093 
８　友人・知人への信頼度 0.540 0.597 0.110 
９　親戚への信頼度 0.308 0.235 0.558 
「社会参
加」
10　地縁的な活動への参加状況 0.463 ⊖0.419 0.201 
11　ボランティアへの参加状況 0.531 ⊖0.393 0.152 
※有効ケース数は欠損値をリスト単位で除去した 506 ケースで、表中の数値
は主成分負荷量
（出典）筆者作成。
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標を使用して統合指数とすることについて、妥当であるということが確認でき
た。
　次に、回転後の因子負荷量を詳細にみると、「つきあい・交流」指数を構成
する個別指標、5 スポーツ・趣味・娯楽活動への参加状況は、第 3 因子におい
て 0.743 という最も高い値が得られている（表 7）。この個別指標以外に、第
3 因子に高い値が示された個別指標は、「社会参加」指数を構成する 10 地縁
的な活動への参加状況、11 ボランティア活動への参加状況であった。つまり、
統合指数ではなく、下位次元の指数を 3 つそれぞれ個別に使用する場合は、「つ
きあい・交流」指数を構成していた個別指標のうち、5 スポーツ・趣味・娯楽
活動への参加状況を「社会参加」指数を構成する個別指標としたほうが妥当で
ある。つまり、はじめに分類（「ソーシャル・キャピタル」調査研究会の調査
表７　統合指数の因子分析
因子
1 2 3
固有値 1.947 1.876 1.773
分散の説明率（％） 17.696 17.054 16.115
累積（％） 17.696 34.750 50.865 
「つきあい
・交流」
１　隣近所とのつきあいの程度 0.727 0.048 0.225 
２　隣近所とつきあっている人の数 0.550 0.114 0.463 
３　友人・知人とのつきあいの頻度 0.528 0.196 0.263 
４　親戚とのつきあいの頻度 0.605 0.158 ⊖0.021 
５　スポーツ・趣味・娯楽活動への参加状況 ⊖0.025 0.141 0.743 
「信頼」
６　一般的な人への信頼 0.449 0.593 0.054 
７　近所の人々への信頼度 0.202 0.723 0.039 
８　友人・知人への信頼度 0.173 0.794 ⊖0.004 
９　親戚への信頼度 ⊖0.253 0.521 0.355 
「社会参
加」
10　地縁的な活動への参加状況 0.217 ⊖0.016 0.619 
11　ボランティア活動への参加状況 0.294 0.027 0.610 
※有効ケース数は欠損値をリスト単位で除去した 506 ケースで、表中の数値は
主成分分析法による Kaiser の正規化を伴うバリマックス回転後の因子負荷量
（出典）筆者作成。
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において）されていた下位次元とは別の下位次元を構成する指標として使用す
ることが妥当であるという結果を得ることができた。本稿では、分析を行なう
際、この結果に基づいて個別指標を再編した下位次元の指数を使用する。
５章　ソーシャル・キャピタルと食・農循環型との関係
１節　ソーシャル・キャピタルと食・農循環型との関係
　本章では、試算した食・農循環型と統合指数、「つきあい・交流」指数、「信頼」
指数、「社会参加」指数を用い、それぞれの平均値と標準偏差を集計した（表 8）。
　その結果、統合指数は「受動的循環型」の平均値が 0.086、「能動的循環型」
が ⊖0.157、「非循環型」が 0.192 であり、「能動的循環型」である方が「受動
的循環型」「非循環型」よりもソーシャル・キャピタルの程度が非常に高く、
分散分析のＦ検定の結果、1％水準で有意差が認められた。したがって、「能
動的循環型」、「受動的循環型」、「非循環型」の順にソーシャル・キャピタルの
程度が非常に高いと統計的に認められた。
　「つきあい・交流」指数は「受動的循環型」の平均値が 0.081、「能動的循環
型」が —0.149、「非循環型」が 0.202 であり、分散分析のＦ検定の結果、1％
水準で有意差が認められた。したがって、「能動的循環型」である方が「受動
的循環型」「非循環型」よりも「つきあい・交流」の程度が非常に高いと統計
的に認められた。したがって、「能動的循環型」、「受動的循環型」、「非循環型」
の順に「つきあい・交流」の程度が非常に高いと統計的に認められた。
　「信頼」指数は「受動的循環型」の平均値が 0.051、「能動的循環型」が —0.088、
「非循環型」が 0.156 であった。分散分析の F 検定の結果、有意差は認められ
なかった。
　「社会参加」指数は「受動的循環型」の平均値が 0.077、「能動的循環型」が 
—0.108、「非循環型」が 0.071 であり、分散分析のＦ検定の結果、5％水準で
有意差が認められた。したがって、「能動的循環型」である方が「受動的循環型」
「非循環型」よりも「社会参加」の程度が高いと統計的に認められた。
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　次に、各下位次元指数のなかでどの指数が食・農循環型を強く説明できるの
かを調べるために各下位次元指数をステップワイズ法で投入した食・農循環型
の判別分析を行った（表 9）。結果、各下位次元指数のなかで、統計的に有意に食・
農循環型を説明できたのは、「つきあい・交流」指数だけであった。
　以上の結果をまとめると、「信頼」指数を除いて、統合指数、「つきあい・交流」
指数、「社会参加」指数は食・農循環型と関連が強かった。さらに、下位次元
の指数の中では、「つきあい・交流」指数が食・農循環型と最も関連が強かった。
つまり、「能動的循環型」であれば、ソーシャル・キャピタル、「つきあい・交
流」、「社会参加」の程度が高かった。「受動的循環型」であれば、ソーシャル・
キャピタル、「つきあい・交流」が中程度であった。「非循環型」であれば、ソー
シャル・キャピタルと「つきあい・交流」の程度が低かった。
表８　統合指数・各下位次元指数の食・農循環型別の平均値と標準偏差
食・農循環型 統合指数
「つきあ
い・交流」
指数
「信頼」指
数
「社会参
加」指数
「受動的循環型」
平均値 0.086 0.081 0.051 0.077 
度数 416 414 352 409
標準偏差 1.048 1.048 1.037 0.996 
「能動的循環型」
平均値 ⊖0.157 ⊖0.149 ⊖0.088 ⊖0.108 
度数 343 342 307 342
標準偏差 0.894 0.926 0.932 0.989 
「非循環型」
平均値 0.192 0.202 0.156 0.071 
度数 91 91 72 89
標準偏差 1.007 0.927 1.103 1.039 
合　　　計
平均値 ⊖0.001 0.001 0.003 0.001 
度数 850 847 731 840
標準偏差 0.992 0.995 1.003 1.001 
分散分析の F 検定の有意水準 1% 1% NS 5%
（出典）筆者作成。
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２節　 職業と地域を統制した
ソーシャル・キャピタ
ルと食・農循環型との
関係
　分析のなかで、職業と地域
は食・農循環型との関連が強
く、かつ、3 つの下
位次元の指数のなかでは「つ
きあい・交流」指数が食・農
循環型を有意に説明できた49。
そこで職業と地域を統制変数
とし、2 カテゴリーに再編し
た「つきあい・交流」と食・
農循環型との 3 重クロス集計
を行った（表 10）（表 11）。
　農業に従事している人の場合、「能動的循環型」は「つきあい・交流」の程
度の低い人で 69.4％、高い人で 64.7％とほぼ同じ割合であった。一方、農業
以外の職業の人の場合、「能動的循環型」は「つきあい・交流」の程度の低い
人が 30.8％しかいなかったのに比べ、高い人は 42.7％もいた。また、農業に
従事している人の場合、「非循環型」は「つきあい・交流」の程度の低い人で
12.9％と多く、高い人では7.4％と少なかった。なお、農業以外の職業の人も、「つ
きあい・交流」の程度が低い人で 12.0％と多く、高い人では 7.7％と少なかった。
　都市部の人の場合、「能動的循環型」は「つきあい・交流」の程度の低い人
で 34.0％であるのにくらべ、高い人は 44.1％と多かった。また、農村部の人
表９　各下位次元指数をステップワイズ法で投入
した食・農循環型の判別分析
固有値 0.012
分散の% 100.0 
正準相関 0.109
Wilks のラムダ 0.988
カイ二乗値の有意確率 0.014
構造行列
「つきあい・交流」指数 1.000 
「社会参加」指数⒜ 0.407 
「信頼」指数⒜ 0.380 
グループ重心の関数
「受動的循環型」⒝ 0.071
「能動的循環型」⒝ ⊖0.123
「非循環型」⒝ 0.177
※⒜独立変数を投入するための偏 F 値の最
小値が 3.84 であるため Wilks のラムダ分
析には投入されない、⒝グループ平均で評
価された標準化されていない正準判別関数
（出典）筆者作成。
49 本稿の調査では、採用した実質上の世帯 2327 世帯で、100 以上の世帯数の地域を
都市部とした。
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の場合、「能動的循環型」は「つきあい・交流」の程度の低い人が 47.7％に比
べ、高い人は 57.9％と多かった。都市部の人の場合、「非循環型」は「つきあい・
交流」の程度の低い人で 8.7％、高い人は 7.0％とほぼ同じ割合であった。一方、
農村部の人の場合、「非循環型」は「つきあい・交流」の低い人が 25.6％と非
常に多く、対して、高い人は 8.4％と非常に少ない割合であった。
　食・農循環型の職業別クロス集計と食・農循環型の地域別クロス集計を行っ
た結果、農業では「能動的循環型」が 66.9％と非常に多く（表 10）、農村部
では「能動的循環型」が 53.0％と多かった（表 11）という知見が得られた50。
ただし、綾町では化学肥料を使用する通常の農業ではなく、自然生態系農業が
町ぐるみで取り組まれており、農業に従事する人々や農村部の人々が堆肥化や
液肥化に取り組むことは自然な選択であるといえる。そのため、「能動的循環型」
が多いと解釈できる。一方、都市部（38.1％が「能動的循環型」）や農業以外
50 表 10・表 11 の 2 カテゴリーの「つきあい・交流」を統制した職業または地域別の食・
農循環型の 3 重クロス集計は、2 カテゴリーの「つきあい・交流」の欠損ケースの分
だけ％の分母が異なるため、職業または地域別の食・農循環型の 2 重クロス集計（表
示していない）とは％が多少異なる。
表 10　職業を統制した 2 カテゴリーの「つきあい・交流」と食・農循環型とのクロ
ス集計
職業
食・農循環型
合計「受動的
循環型」
「能動的
循環型」
「非循環
型」
農業
２カテゴリーの「つき
あい・交流」
低 17.7% 69.4% 12.9% 62
高 27.9% 64.7% 7.4% 68
計 23.1% 66.9% 10.0% 130
度数 30 87 13 130
農業以外
の職業
低 57.1% 30.8% 12.0% 357
高 49.6% 42.7% 7.7% 248
計 54.0% 35.7% 10.2% 605
度数 327 216 62 605
（出典）筆者作成
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の職業（35.7% が「能動的循環型」）において「能動的循環型」が少なく、都
市部（53.8% が「受動的循環型」）や農業以外の職業（54.0% が「受動的循環型」）
において「受動的循環型」が多いことの理由は、自治体の循環の取り組みに協
力している、または、堆肥化に要する手間と時間を問題にしていると解釈できる。
　表 10 および、表 11 では、「能動的循環型」は都市部では、「つきあい・交流」
の程度が低い人であれば 34.0% と少ないのに比べ、「つきあい・交流」の程度
が高い人であれば 44.1% と多く、農業以外の職業では、「つきあい・交流」の
程度が低い人であれば 30.8% と少ないのに比べ、「つきあい・交流」の程度が
高い人であれば 42.7% と多かった。すなわち、都市部、農業以外の職業の人
であっても、「つきあい・交流」の程度が高ければ、コミュニケーションやネッ
トワークを通じて食・農循環への理解が高められ、食・農循環への実践へとつ
ながると解釈できる。
　さらに注目すべき点は、「非循環型」は農業以外の職業では、「つきあい・交
流」の程度が低い人で 12.0％と多く、高い人では 7.7％と少なかったことであ
る。農業に直接従事していない人であっても、「つきあい・交流」の程度が高
ければ、コミュニケーションやネットワークを通じて食・農循環への理解が高
表 11　地域を統制した 2 カテゴリーの「つきあい・交流」と食・農循環型とのクロ
ス集計
地域
食・農循環型
合計「受動的
循環型」
「能動的
循環型」
「非循環
型」
都市部
2 カテゴリーの「つき
あい・交流」
低 57.2% 34.0% 8.7% 332
高 48.9% 44.1% 7.0% 229
計 53.8% 38.1% 8.0% 561
度数 302 214 45 561
農村部
低 26.7% 47.7% 25.6% 86
高 33.7% 57.9% 8.4% 95
計 30.4% 53.0% 16.6% 181
度数 55 96 30 181
（出典）筆者作成。
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められ、食・農循環への実践につながると解釈できる。逆に、「つきあい・交流」
の程度が低ければ、コミュニケーションやネットワークを通じて食・農循環へ
の理解が高められることがなく、食・農循環への実践につながりにくいと解釈
できる。
　他方、農業に従事している人、農村部の人の場合、コミュニケーションやネッ
トワークを経ることがなくとも、自らの経験において食・農循環を体験的に理
解しやすいと推測され、そのことが食・農循環への実践につながりやすいと解
釈できる。しかしながら、「非循環型」は、農業に従事している人であっても
「つきあい・交流」の程度が低い人であれば 12.9％と多く、高い人では 7.4％
と少なく、農村部の人であっても「つきあい・交流」の程度が低い人であれば
25.6％と非常に多く、高い人は 8.4％と非常に少なかった。すなわち、農業に
従事している人、農村部の人の場合、体験的に食・農循環型への理解があった
としても、コミュニケーションやネットワークを経なければ食・農循環の実践
につながりにくいと解釈できる。
　以上の結果から、コミュニティのコミュニケーションやネットワークを通じ
て食・農循環についての情報のやりとりや理解が深まることによって、食・農
循環の積極的な実践が高まるといえる。
　具体的に言えば、都市部や農村以外の職業の人は、コミュニティのコミュニ
ケーションやネットワークを通じて、農業についての知識を深め、生ごみが資
源として再循環可能であることを知り、また、自らも資源循環について実践可
能であるということを知ることで、食・農の循環に対する理解不足を解消して
いる様子を推察することができる。一方で、農村部や農業に従事する人は、農
業や生ごみは資源になることを知っており、また日常的に堆肥化に取り組んで
いても、そのことが当然であるがゆえに、自らが実践していることが非常に意
義深いことであるという認識の程度が低い場合が多いと推察される。コミュニ
ティのコミュニケーションやネットワークは、都市部と農村部の違いはあるに
しろ、その認識不足を補完する働きをしていると考えられる。とりわけ都市部
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や農業以外の職業の人にとって、食・農の循環に対する理解不足が補完される
意味は大きい。また他方で、日常的に実践している堆肥化の意義に対する農村
部や農業に従事する人の認識不足が補完されることも、より積極的な食・農循
環の実践につながるといえるのである。
６章　公的セクターと共的セクターの連携
　食・農循環において影響を与えるコミュニティのコミュニケーションやネッ
トワークは、ソーシャル・キャピタルの基本的な要素であり、これは主に共的
セクターに所在する。ここでいう共的セクターには、コミュニティや NGO・
NPO などがあり、このセクターは、協同的メカニズム（自治・参加）を基に
している51。共的セクター以外にも計画メカニズム（統制・管理）を基にした
公的セクタ （ー行政等）、市場メカニズム（自由・競争）を基にした私的セクター
（私企業等）があり、社会経済セクターは、大きく分けるとこの 3 つに分類で
きるだろう。綾町の事例では、食・農循環の施策を主導したのは公的セクター
であるが、実質的には共的セクターとの連携によって実践されていた。
　政府のこれまでの「循環型社会」の政策において、その担い手は主に、私的
セクター、公的セクターが中心となっていた。ただ、私的セクターは、基本的
には私的利害や利潤動機にもとづいて活動していることを常に考慮しなければ
ならない。公的セクターの場合、政策のアプローチが中央集権的であったり、
地方自治体の政策であっても、循環システムのための施設整備や政策において、
地域の特性の把握が十分でない場合がある。実際に、自治体がある地域で成功
した循環システムのハード部分の整備を導入し、地域特性などに対する配慮を
欠いていたために失敗するケースも見られる。一方、共的セクターは、地域の
特性や住民の立場に立った視点からハードの整備を含めた循環システムの構築
に力を発揮する場合がある。その際、共的セクターのなかでも地域の組織や自
51 古沢（2003）社会経済セクターの分類と定義については p. 165 より引用。
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治組織であれば、地域住民の選択というプロセスが循環システム構築の過程に
有効に作用していると考えられる。また、NPO や NGO などが関わる場合は、
地域住民との草の根レベルの関わりとともに、地域を越えたネットワーク力が
発揮されるといえるだろう。
　共的セクターが公的セクターや私的セクターとは異なる施策や可能性を生み
出す理由として、セクター内の組織の経済的目的（価値）と組織の統制方法の
相違が指摘できるだろう。組織の経済的目的でいえば、私的セクターは私的利
益を目的とし、公的セクターは社会的利益を目的とし、共的セクターは共同的
利益を主たる目的としている。組織の統制方法の視点からみると、公的セクター
は、上意下達の命令によって統制がなされる。対して、共的セクターは、ネッ
トワーク型の説得によって統制がなされている。
　循環型社会の政策には、従来の担い手に加えて、こうした特徴を活かした共
的セクターの貢献が期待されるとともに、公的セクターとのそれぞれの組織特
徴を活かした連携が重要であるといえる。とくに公的セクターの立場に立てば、
共的セクターの公共政策への参加と関与をいかに取り扱うかが循環型社会の形
成やその他の政策において極めて重要な点であるだろう。このように、共的セ
クターを公共政策の中に組み込んで、広義の公共のための政策を考えることは、
循環型社会の政策に限らず、これからの公共政策のあるべき方向性全般に言え
ることである。
　また、一言で公的セクターといっても、地域については、中央政府よりも地
域に詳しい地方自治体の方がきめ細やかなサポートができると考えられる。そ
のため、共的セクターとともに政策を展開する場合、地方自治体を含む地域行
政（地域における公的セクター）が連携の中心となるだろう。
　公的セクターにとって、共的セクターとの連携は、共的セクターで蓄積され
るソーシャル・キャピタルを活かした政策に取り組むということであり、ソー
シャル・キャピタルを利用するということである。このことを踏まえると、自
治体は、地域のソーシャル・キャピタルを豊かにする施策の展開や自身の地域
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社会の関係性の質のありかたをめぐって、より詳細な分析と考察を積み重ね、
それを政策に活かすことが課題であると思われる。　
おわりに─循環型社会の形成に向けて
　現在の日本の経済社会は大量の資源利用とその廃棄によって維持されている。
そのことによって、国外においては資源輸出国に深刻な環境破壊を及ぼし52、
廃棄物を資源として輸入する国（中国の例など）においても問題を生じさせて
いる。他方、国内では、廃棄物処分場の建設や放射性廃棄物を含む有害廃棄物
の後始末のための施設建設という大量消費のつけを地方や発言力の弱い立場の
人々に背負わせる状況が起きている。
　これに対し、政府は環境政策や「循環型社会」形成のための政策を展開し、
大量生産・大量消費・大量廃棄の社会経済構造を転換する目標を掲げている。
しかし、既述のように現実的にはこの社会構造を抜本的に改革するまでの政策
が展開されているとは言い難い。
　こうした状況の中で、地域レベルにおいて循環型社会の礎となるような取り
組みが行われており、本稿で取り上げた 3 つの事例では、中央集権的なアプロー
チによる政策に対して、地域による地域に即した独自の循環型社会形成と地域
づくりのための政策展開を確認することができた。具体的には、3 つの事例で
は、循環システムの形成に対して廃棄物処理の視点のみから取り組むのではな
く、食や農の視点、コミュニティの人々の社会的関係（ネットワーク）形成を
含む地域づくり等の総合的な視点から、縦割り行政や行政と市民の垣根を越え
たところで政策が実行されている。また、同時にその政策は、「持続可能な社会」
を実現するための 3 つの要素である「環境」、「経済」、「社会」の視点を組み
込んだバランスがとれた政策であるともいえる。3 事例から見出される循環シ
52 例えば、日本が輸入している非鉄金属の精練、重金属含有物の製造過程などにお
いて、有害な物質が排出されているケースがある。
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ステム形成のための多様な取り組みや政策展開は、縦割り行政によって法律の
整備や施策が十分かつ総合的に行われていない中央政府の現状に多くの示唆を
与えているといえるだろう。
　なかでも特に本稿で明らかにしたのは、循環型社会の形成における、地域の
コミュニティのコミュニケーションやネットワークの重要性である。
　2 章では、文献や聞き取り調査による定性的な考察ではあるが、政策の計画・
設計段階や特に資源循環において要である地域住民の分別の協力と合意形成、
並びにその継続に関して、コミュニティのコミュニケーション、ネットワーク
（「つきあい・交流」）の重要性を明らかにすることができた。
　3 章以降では、ソーシャル・キャピタルの定量的把握に用いられた手法を用
いて、より具体的に宮崎県の綾町を対象とするアンケート調査分析を行い、い
くつかの興味深い結果を見出すことができた。すなわち、コミュニティのコミュ
ニケーションやネットワークを通じて、食・農の循環についての情報のやりと
りやこれへの理解が深まることが、食・農の循環の積極的な実践につながると
いう結果を見出すことができた。地域レベルでの循環システムの形成において、
域内住民の自発的で積極的な循環への取り組みにおけるコミュニティのコミュ
ニケーション、ネットワーク（「つきあい・交流」）、「社会参加」、「信頼」の重
要性が定量的に明示されたのである。特に、コミュニケーションやネットワー
クによる都市部と農村部、農業と農業以外の職業の人の間における食・農の循
環に関する知識やその意義の認識不足の補完は重要な点である。
　以上の事柄が意味するのは、食・農の循環において、基本的に一定の地域内
に都市部と農村部が共存していることの重要性である。また、コミュニティに
おけるコミュニケーションやネットワークが十分に機能する都市の適正規模や
都市設計、都市政策の必要性を示唆しているといえよう。
　本稿で取り上げたのは、自治体のレベルで循環の事例であるが、このような
自治体の政策が積み重なって国レベルの循環システムを形成し、循環型社会が
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形成されることにつながっていくはずである。つまり、循環といっても、ある
一定の地域における循環がベースとなる。そう考えるならば、地域レベルの住
民の循環システムに対する合意形成と協力がシステムの構築に重要な役割を果
たすことになる。地域の個人というよりも、その個人を含んだ地域の共的なネッ
トワークが地域レベルでの循環システムに対する合意形成とシステムの継続性
を左右するのである。
　こうした展開を踏まえれば、循環型社会の形成においては、適切なハード面
の整備（公共投資）以上に、ソーシャル・キャピタル：「つきあい・交流」「信
頼」「社会参加」のようなソフト面53 を豊かにする政策の展開が必要とされる
といえる54。
　また、このソーシャル・キャピタルとは、循環型社会の形成の最終目的であ
る「持続可能な発展」における、「環境」、「経済」、「社会」といった 3 つの要
素のなかの「社会」を構成する重要な要素であるといえるのではないだろうか。
　日本のこれまでの政府の政策展開をみる限り、循環（廃棄物）政策に限らず、
特に 1960 年代以降に積極的に取り入れられたハードに偏重した社会資本整備
の根本的な問題点がある。循環型社会の形成、そして「持続可能な発展」を実
現させるためには、「環境」、「経済」、「社会」のバランスのとれた視点が重要
であり、とりわけ「社会」の側面としてのソフト部分を重視した社会資本の整
備や政策展開が求められているのである。
53 ソフトには、地域の社会的教育力や政策提言能力なども含まれるだろう。
54 第三次環境基本計画の重点分野として、「環境保全の人づくり・地域づくりの推
進」があげられ、実際政策においてもコミュニティや NPO・NGO との連携、の重
要性が認識され、予算規模は小さいが、「循環型社会」の形成のためのソフト部分を
重視した政策も行なわれてはいる。しかし、十分な政策展開が行われるとはいい難い。
ソフト部分は市場を通じて供給することが困難である。したがって、政府は地域共
同体以外の自発的な組織も含めた、多様な組織の形成と活動を間接的に支える政策
を行う必要がある。
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